
令和５年８月８日 

郡市区等医師会長 殿 

一般社団法人大阪府医師会 

 会長 高 井 康 之 

     （公印省略） 

 

マイナンバーカードによるオンライン資格確認を行うことができない場合における 

対応等に対する疑義解釈について 

 

平素より本会会務の運営に特段のご理解・ご支援を賜り厚く御礼申し上げます。 

マイナンバーカードによるオンライン資格確認を行うことができない場合の診療報酬等 

の請求等につきましては、令和５年７月２１日付け「マイナンバーカードによるオンライ

ン資格確認ができない場合における診療報酬等の請求の取扱いについて」等により、ご連絡

申し上げているところであります。 

今般、厚生労働省よりマイナンバーカードによるオンライン資格確認を行うことができな

い場合における対応等に対する疑義解釈が示されましたので、取り急ぎご連絡申し上げま

す。 

今般の疑義解釈資料においては、保険者等番号及び被保険者等記号・番号を「不詳」のま

ま診療報酬請求等を行う場合の取扱いや、被保険者資格申立書において、患者が一部負担金

の割合を「わからない」と回答した場合の窓口負担割合の考え方等が示されております。 

つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知いただくと共に、貴会会員へ

の周知方につき、ご高配を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

大阪府医師会保険医療課 TEL06-6763-7001 



2 
 

 

問１ 局長通知３.（４）及び請求事務連絡１．③により、保険者等番号及び被保

険者等記号・番号は「不詳」のまま診療報酬請求等（以下「不詳請求」とい

う。）を行う場合であって、被保険者資格申立書の保険種別が「わからない」と

記載されていたときは、社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」とい

う。）と国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）のどちらに請求を

行えば良いのか。 

（答）医療機関等において、被保険者資格申立書や患者からの聞き取りの内容等か

ら、患者の加入する保険種別を可能な限り特定いただいた上で、当該保険種別に

対応した審査支払機関に請求して下さい。保険種別を特定できなかった場合には、

各医療機関等の判断で支払基金か国保連かのいずれかに請求いただきますようお

願いします。 

 

問２ 公費負担医療（自治体が行っている子ども医療費助成なども含む）について

も、オンライン資格確認を行うことができなかった場合、局長通知３.（３）及

び請求事務連絡１．②による旧資格での診療報酬請求等（以下「旧資格請求」と

いう。）や不詳請求を行うことができるのか。 

（答）公費負担医療の対象となる患者については、公費負担医療について有効な受

給者証が提示されていれば、オンライン資格確認を行うことができなかった場合

には、局長通知及び請求事務連絡に基づき旧資格請求や不詳請求を行うことも可

能であり、当該通知等に沿った適切な対応を行っていただきますようお願いいた

します。これにより、患者に対しては、公費負担医療による窓口負担の減免を行

うことができます。 

 

問３ 被保険者資格申立書において、患者が一部負担金の割合の欄の「わからな

い」にチェックした場合、一部負担金は何割で請求すれば良いのか。 

（答）オンライン資格確認を行うことができない場合の被保険者資格申立書におい

て、患者が一部負担金の割合を「わからない」と回答した場合の窓口負担割合に

ついては、医療機関等において、患者の年齢等を踏まえつつ、前年の負担割合や、

前年からの変更可能性などを可能な限り聞き取っていただいた上で、ご判断いた

だくことが適切と考えています。なお、局長通知２.（２）注書きのとおり、患者

の申立てに基づく割合で一部負担金を受領した場合、実際の負担割合が異なって

いたとしても、負担割合相違によるレセプト返戻は行わないことを基本としてい

ます。 

 

問４ 不詳請求について、保険医療機関等から審査支払機関に対し再審査又は取下

げ（以下「再審査等」という。）の申出を行う場合、再審査等の申出期間について

どのように考えればよいか。 

（答）不詳請求に係る再審査等の申出は、保険医療機関等が不詳請求を行った日の

６か月後の日が属する月の 20日までに行うものとします。 

別添 
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問５ 「診療報酬請求書等の記載要領等について」（昭和 51 年８月７日保険発第 82

 号）において、70 歳以上の患者については、所得区分に応じて特記事項を記載

することとされているが、不詳請求の場合について、どのように考えればよい

か。 

（答）請求を行った一部負担金の割合に応じて、それに対応する特記事項を記載し

て下さい。なお、局長通知２.（２）注書きと同様に、患者が申し立てた一部負担

金の割合及びそれに対応する特記事項について、実際の負担割合及び特記事項と

の相違があった場合であっても、医療機関等にレセプト返戻は行わないことを基

本としています。 

 

※ 負担区分が不明の場合には、請求を行った一部負担金の割合に応じて、以下

のとおり記載して下さい。 

３割の場合：26区ア 

２割の場合：（70～74歳）29区エ、（75歳以上）41区カ 

１割の場合：42区キ 

 

問６ 請求事務連絡において、不詳請求の場合、摘要欄に被保険者資格申立書に記

載された事項等を記録することとされているが、被保険者資格申立書の「保険者

等名称」の欄又は「事業所名」の欄が空欄であった場合（記載が不要な場合も含

む）、摘要欄への記録についてどのように考えればよいか。 

（答）摘要欄にはそれぞれ「保険者等名称記載なし」又は「事業所名記載なし」と

記録して下さい。 

  

問７ 被保険者資格申立書の保険者種別の欄について、患者が「後期」にチェック

をした場合は、被保険者資格申立書の保険者等名称および事業所名の欄の記載は

不要と考えてよいか。 

（答）事業所名の欄の記載は不要です。保険者等名称の欄については、後期高齢者

は必ずしも住所地の広域連合の被保険者であるとは限らないため、可能な限り記

載いただいて下さい。 

 


